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指針委員会第 3 号「排出権（Emission Rights）」を公表したものの後に撤回した。また日
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る欧州域内排出量取引制度（European Union Emission Trading System 以下、「EU-ETS」）
を有する欧州連合（European Union 以下、「EU」）で適用されている国際財務報告基準
（International Financial Reporting Standards 以下、「IFRS」）に関しても、国際財務
報告基準審議会（International Accounting Standards Board 以下、「IASB」）は、国際
財務報告解釈指針委員会（International Finacial Reporting Interpretations Committee）











































                                                   
















日本の場合は、6％の削減目標が課されているが、2012 年度（平成 24 年度）の温室効
果ガスの総排出量が 2013 年 11 月に発表された。2012 年度の温室効果ガスの総排出量（速
報値）は、13 億 4,100 万トン（二酸化炭素換算）で、これは基準年比 6.3%増、前年度比
2.5%増となった。この結果、森林吸収量の目標が達成され、また、京都メカニズムクレジ
ットを加味すると、京都議定書第一約束期間（2008～2012 年度）の 5 カ年平均で基準年
比 8.2％減となり、京都議定書の目標（基準年比６％減）を達成することとなった。 
 削減期間は、第一約束期間として、2008 年～2012 年となっており、その期間に各国が
削減目標を達成できるかどうかということに注目が置かれた。また、ポスト議定書として、
次にどういう目標を掲げていくかといったことにも注目が集まっている。 
 京都議定書には、各国が温室効果ガス削減の目標値を達成するため、以下の 3 つの制度
からなる京都メカニズムと呼ばれる手法が設けられている。 










① クリーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism 以下、「CDM」）  
② 共同実施（ Joint Implementation 以下、「JI」 



























ここで、排出権取引制度とは以下の 4 種類のクレジットを取引する制度である11。 
・AAU (Assigned Amount Unit) - 各国に割り当てられる排出枠 
・RMU (Removal Unit) - 吸収源活動12による吸収量 
・ERU (Emission Reduction Unit) - JI で発行されるクレジット 




また、近年は関心の高まりを受けて第三者機関が認証する排出削減量  (Verified 














12吸収源活動とは、1990 年以降の植林などで CO2 の吸収源が増加した分を、温室効果ガス排
出量削減に換算し算入するものである。また、吸収源である森林が同年以降に都市化・農地化
などで失われた分は排出量増加として算入される（京都議定書 3 条）。 
・新規植林（Afforestation、過去 50 年間森林がなかった土地に植林） 
・再植林 （Reforestation、1990 年より前に森林でなかった土地に植林） 
・森林減尐（Deforestation、森林を他用途に転換） 
これに加え、マラケシュ合意では「森林管理」「放牧地管理」「植生の管理」を利用すること































第2節  排出権取引制度 
 




















済財」の 2 種類に区分される。従来、空気・水・土壌などは「自由財」 であり、利用可
能性のある資源が無尽蔵に存在し、困難なく需要に見合う分を得ることができる。 
他方、利用可能性のある資源が有限であり、得るためになんらかの犠牲が必要となるも

































































英語表記 日本語訳 解釈 
Right of emit 排出権 排出することができる権利 
Emissions 排出量 数値として（t）の単位 







念を「land,water,and wnership」の中で説明した Dales によると、「大気という誰でも自





























ガスを 1 単位削減するための費用が大きく異なることとなる。たとえば、A 国の 1 単位の
削減費用が B 国の 1/2 のケースの場合、A 国は 2 単位分の投資を行ったうえで得られた削
減量のうち 1 単位分を、1 単位分から 2 単位分に相当する金額以内で B 国に売却すること
で、B 国は当初の 1 単位分の削減費用よりも低い金額で 1 単位分の削減が可能となる。よ
って、両国合計では当初の各国 1 単位分の投資金額の合計よりも低い金額で合計 2 単位分












































ERU や CER を取引することは「ベースライン・アンド・クレジット方式」に相当する26。 
 
 












3 つである。対して、キャップ・アンド・トレード方式では、AAU が対象となる。 
ベースライン・アンド・クレジット方式によってクレジットを取得するということは「ベ
ースライン」排出量を下回った分をクレジットとして取得するということである。例えば、
日本において実施すれば削減コスト lt 当り 10 万円と高コストになる日本企業が京都メカ
ニズムでのクレジット取引を活用し限界削減コストが 1t 当り 1 万円と低コストですむ開
発途上国で排出削減プロジェクトを実施し、削減した分がクレジットとして発行され、そ
れを日本の削減に組み込む。このことによって、低コストでクレジットを取得することが
























企業 A および B があったとする。そして、企業 B の実際排出量が 90ｔ、企業 A の実際排
出量が 110ｔであった場合、企業 AB 間で 10ｔの排出権を取引するならば、全体としての
温室効果ガス排出枠 200ｔの目標は達成されたとみなされる。また、実際排出量が 110ｔ
であった企業 A 社は 100t 以下に排出量を削減する義務を履行したものとみなされる27。 


















































第1節  各国における排出権市場の整備状況30 
 
2005 年に開始された EU-ETS が牽引車となって、世界の排出権取引市場は拡大を続け
ている。世界銀行の報告書「State and Trends of the Carbon Markets31」によれば、世界
全体の排出権取引量は 2011 年には過去最高の 103 億 t-CO2 に、2005 年を基準とした場




金調達目的で余剰排出枠（European Union Allowance 以下、「EUA」）を資金化したため、






第1項 United Kingdom（イギリス）34 
United Kingdom（以下、「イギリス」）では、京都議定書の発効を待たずに世界で初め
て全産業を対象とする包括的な排出権取引制度である UK-Emissions Trading Scheme（以
下、「UK-ETS」）を開設し、2002 年 3 月に国家単位での国内取引を開始し 2002 年 4 月 1
日から 2006 年 12 月まで実施され、以降は 2005 年 4 月から開始されている EU‐ETS へ
引き継がれている。実際、温室効果ガスを対象とした欧州における国内排出権取引制度の
導入は 2001 年から実施のデンマークが先陣であるが、UK-ETS は大手企業間での温室効
果ガス排出権取引スキーム（First Economy-wide greenhouse gas emissions trading 































は尐なくとも 6000 社（直接参加企業数と CCA37協定企業数）と極めて多い。これと比較
                                                   
35平湯直子（2007）p.5-9 
36環境省（2008c）p.2-5 
37気候変動協定（Climate Change Agreement 以下、「CCA」） とは指定したエネルギー集約的
製造業に属する企業が施設ごとに政府と取り交わす協定で、企業はそのなかで温室効果ガス排
出量またはエネルギー使用量の削減目標を設定する。企業がこの削減目標を達成した場合には、
重い負担であった CCL の税率が 80％軽減される。気候変動税（Climate Change Levy 以下、





して、デンマークの対象企業数は 8 社、シカゴ気候取引所の参加表明企業数は 2002 年１
月現在、28 社＋2 都市である38。 
以上のことから、UK-ETS は産業界に課された重い税とそれに対する政府との協定によ
る減免措置を受け、目標達成に活用が認められている排出権取引制度の整備が急速にイギ
リス国内で進展した。そして UK-ETS は EU-ETS へと引き継がれていく。 
 
第2項 欧州連合（EU）39 
EU-ETS は、EU が京都議定書で課された 1990 年比 8％の温室効果ガス排出削減を効率
よく達成することを目的として、2005 年 1 月 1 日より開始された世界で初めての多国間
にわたる排出権取引制度である。 
従来、排出権取引に対して批判的なスタンスを維持してきた EU は、2001 年を境に方針
を転換し、域内排出権取引スキームの検討に入った。2002 年 12 月に EU の法案提出・行
政機関である欧州委員会と加盟国間の意見調整の場である閣僚理事会の間で合意に達し、
2005 年 1 月から取引が開始された。この概要について以下に示す40。 
EU‐ETS は、合計排出量が EU の温室効果ガス排出量の半分近くになる41。さらに 2004
年に EU 加盟する東ヨーロッパ諸国も加入し、世界の温室効果ガス排出の 10%程度にも達
する（約 20 億 t-CO2）42 。 
EU-ETS は、企業による温室効果ガス排出総量に上限を設定し、加盟各国がそれぞれの






















対象となる温室効果ガスは CO2に限定され、25 カ国の約 5000 社、１万 1500 カ所の大
量排出事業所が EU-ETS の対象となっている。本制度は 2005 年から 2007 年までの第１
フェーズ、2008 年から 2012 年までの第 2 フェーズは、2008 年から始まる京都議定書の
第一約束期間と重なる。また、第 3 フェーズ 2013 年から 2020 年までとなり京都議定書の
第二約束期間と重なる。 
2013 年以降の第 3 フェーズでの EU-ETS は、規模の成長だけではなく、域内企業の活
動にさまざまな影響を与えるようになり、EU 首脳会議は 2013 年以降の EU-ETS 第 3 フ
ェーズの概要も含めた気候変動パッケージを合意し、EU-ETS は継続している。 
欧州首脳会議での主な合意内容としては、EUA の分配は、2013 年以降は 2010 年を基
準年として、毎年前年比 1.74％削減、2013 年以降、電力業界は基本的に 100％オークシ
ョン方式による分配、他の産業へは基本的には無償配当を継続し、オークション比率を徐々

































 温室効果ガスに関して､尐なくとも 39 の州が既に削減政策を先行的に導入している｡こ
こには、カナダの各州も含まれる。州レベルでの取り組みの方向性にはバラつきがあり、
これはその州がどのような産業を抱えているかに大きく左右される54とされる。 
 北東部地域温室効果ガスイニシアティブ（Regional Greenhouse Gas Initiative 以下、
「RGGI」）は、北東部 10 州55による排出量取引制度で、2005 年に制度設計の覚書が公表
され、2009 年 1 月から開始された。大規模発電所からの温室効果ガス排出量に上限を課
し、2009 年から 2014 年までは対象の発電所全体の許容排出量を現在のレベルで維持し、









排出削減目標として、2005 年比で 2020 年までに 20％削減、2050 年までに 83％削減を掲げ、
目標達成のためキャップ・アンド・トレード方式の排出権取引制度の導入を提案した。同様の
法案は 2009 年 9 月（通称ケリー・ボクサー法案）及び 2010 年 5 月 （通称ケリー・リーバー
マン法案）にも発表されたが、いずれの法案についても法案成立には至らず、米国第 111 議会
（2009～2010 年の 2 年会期）の閉会に伴い廃案となった。 
54佐々木良（2004）p.32-33 
55コネチカット、デラウェア、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、 ニューハンプシャ
ー、 ニュージャージー、ニューヨーク、ロードアイランド、バーモントの 10 州。2011 年ま
では 10 州が取引に参加、その他米国 1 州、カナダ 3 州の計 4 州がオブザーバー参加していた





終了し、第二約束期間(2012-2014 年)が開始されている57。また、2008 年から 2013 年 9
月までに 20 回のオークションを実施し排出権の割り当てを行った。 
 西部気候イニシアティブ（Western Climate Initiative 以下、「WCI」）は、2007 年 2 月
に西部 5 州58の参加で開始された。同年 8 月の地域目標に関するステートメントでは、①
参加各州の合計で 2020 年までに温室効果ガス排出を 2005 年比で 15%削減する（参加各
州は 2020 年までの中期、2050 年までの長期目標を設定する）、②排出削減対策は、複数
のセクターを対象とする市場ベースのメカニズムで行われ、すべてのセクターによる行動
を含み対象は 6 つのガスとすることが示されている59。また、2010 年 7 月、キャップ・ア
ンド・トレード方式の排出権取引制度の詳細設計を公表し、参加各州の合計で、2020 年ま




 中西部地域温室効果ガス削減アコード（Midwestern Greenhouse Gas Reduction 
Accord 以下、「MGGRA」）は、2007 年 11 月に発表されたアメリカ中西部州の温室効果ガ
ス排出削減のイニシアティブで、発足時点で 7 州が参加61している。2020 年までに参加地
域全体の温室効果ガス排出を 2005 年比 20％削減と、キャップ・アンド・トレード方式型
排出権取引制度の活用を目標に掲げ、以下を志向している62。 



















が表れている。また、2012 年から導入されており、2020 年までに 2005 年比 20％削減、
2050 年までに 2005 年比 80％削減の削減目標を設定している63。 
 カリフォルニア州地球温暖化対策法  （ California Global Warming Solutions 
Act .Assembly Bill No.32 以下、「AB32」は、2006 年に成立し、2012 年からの導入して




年までに 1990 年比±0%）と 2008 年から主要排出源からの排出権報告義務を導入が定めら
れる65。 
2012 年 1 月にキャップ・アンド・トレード制度規則が施行され、2013 年より排出削減
義務の遵守が開始される。また、同州は WCI に参加しており、2013 年 6 月、ケベック州
とのリンクに関する内容を含む制度規則の改正を承認し、4 回のオークションを実施した66。 
 RGGI、WCI、MGGRA、AB32 は、州レベルでの制度であるが、企業や地域・団体レベ
ルでの取組みであるアメリカ気候行動パートナーシップ（United States Climate Action 









カゴ気候取引所（CCX）は 2003 年 12 月に開始され、アメリカを中心として企業・自治体・
大学など 120 以上の団体が実施する自主参加型排出権取引市場である。参加者は、キャッ








を結ぶ。2003～2006 年（第 1 フェーズ）に 1998～2001 年の平均温室効果ガス排出量か
ら毎年 1%ずつ削減し、2006 年に 4%減にする。また、2007～2010 年（第 2 フェーズ）に
は、1998～2001 年の平均排出量または 2000 年の排出量の 6%減に設定していた。取引可
能な排出権は、当初割当を売却する排出権と削減プロジェクトから発生する削減排出権の
2 種類がある。この CCX が扱う取引証券は CFI（Carbon Financial Instrument；１単位
は温室効果ガス 100t の排出量に相当）と呼ばれ、企業は排出量報告書を提出し、全米証
券業協会（NASD）が削減量の検証を実施する67。 
 2013 年 6 月、オバマ大統領は温暖化対策行動計画を発表し、同時に発表した覚書の中












2010 年 8 月現在で 29 の組織が加盟している。ICAP 加盟状況68について、先進国の占め




                                                   
67佐々木良（2004）p.31-32 
68アメリカ、カナダともに全州の約 62％（アメリカ 31 州、カナダ８州）が、キャップ・アン
ド・トレード方式の RGGI、WCI、MGGRA のいずれかに加盟もしくはオブザーバー参加。EU、
ニュージーランド、WCI、RGGI 等が排出量取引の共通化を視野に情報共有している。日本政
府はオブサーバー参加。2009 年 5 月には、東京都が正式メンバーとして加盟。 
-31- 
 




 以下、ICAP 加盟国を中心に世界的な排出権取引市場の動向について述べる。 
 カナダでは、ケベック州排出権取引制度が 2011 年 12 月に開始され、キャップ・アン
ド・トレード方式での排出量取引制度規則を採択した。2013 年より排出削減の義務遵守開
始した。同州は WCI に参加しており、カルフォルニア州とのリンクに向けた制度規則修




換を図ったオーストラリアは、2011 年 11 月、議会は 18 の法律から構成される気候変動
に関する包括的な「クリーンエネルギーパッケージ法」を採択した。その柱となる「クリ
ーンエネルギー法（Clean Energy Act 2011）」は、炭素価格付け制度（排出量取引制度）
等について規定しており、2012 年４月から施行された。同法に基づき、具体的な規則で
ある「クリーンエネルギー規則（Clean Energy Regulations2011）」も定められ、2012 年
7 月に排出権取引が開始された。2012 年から固定価格により排出枠を販売、2015 年より
市場価格によるキャップ・アンド・トレード方式での排出量取引制度に移行予定である71。
オーストラリアニューサウスウェールズ州は 2003 年より電力会社（送配電事業者）に対
して、2007 年までに電力源単位を 2003 年比 16%減とすることを求める排出権取引を発足
させていた。連邦政府による炭素価格付け制度導入に伴い、2012 年 7 月 1 日をもって終
了した。制度設計については、キャップ・アンド・トレード方式、ガス及びセクターを可
能な限り広くカバー、他国とのリンク、といった原則を掲げ、2015 年からニュージーラン
ドとのリンク及び EU-ETS とのリンクが開始される予定でいる72。 
ニュージーランドでは、ニュージーランド排出量取引制度（NZ-ETS）が 2008 年から開
始された。2008 年に森林部門に対し制度を導入、2010 年にはエネルギー、液体化石燃料、








は、農業部門へと広げられ、以後 2015 年まで順次対象部門を拡大予定である73。 





規定した「温室効果ガス排出権取引に関する法律案」を 2011 年 4 月に発表した。2012 年
5 月、同法律が国会で成立し、2015 年 1 月から制度が開始される。第一約束期間は 2015
年～2017 年、第二約束期間は 2018 年～2020 年、以後の期間は 5 年間とされる75。 
中国政府は、2011 年 3 月に発表された国民経済と社会発展第第 12 次五カ年計画 （2011
～15 年）において、第 21 章「地球気候変動への積極対応」を独立して設け、地球規模の
気候変動への積極的対応を大きく打ち出し、そのための施策として排出量取引市場を逐次
確立していくことを明確にしている。こうした国レベルでの決定を受け、2012 年 1 月、
国家発展改革委員会（NDRC）の気候変動事務局は、「炭素排出権取引モデル事業の展開に
関する国家発展改革委員会弁公庁の通知」と題する通知を公表し、北京市、天津市、上海
市、重慶市、広東省、湖北省、深圳市の 2 省 5 市において試行的に排出権取引パイロット
事業を実施している。同通知により、パイロット事業実施地域は、制度規則や温室効果ガ
スのキャップ設定（総量抑制目標の設定）、割当計画の策定、登録システムや取引プラット
フォームの構築などを実施することが求められる。北京市が 2012 年 3 月パイロット事業
の制度案を発表し、2012 年 9 月には広東省がパイロット事業を開始するなど、各地域に
おける取組が始まっている。また、2013 年 6 月には深圳市が最も早く実際の排出枠の取
引を開始した。また、パイロット事業の対象ではない杭州市でも、排出量取引制度の導入
に向けて規則を整備している。こうした各地域でのパイロット事業の実施を経て、国レベ
ルで 2016 年以降に排出権取引制度が導入される予定でいる76。 
 中国と並ぶアジアの大国であるインドは、PAT（省エネ達成認証スキーム）と呼ばれる
エネルギー消費効率による法的な規制の導入を決めている。2015 年までに年間 9800 万 t














制度の 2013 年開始に向けて準備を開始している。温室効果ガス管理機構（Thailand 
Greenhouse Gas Management Organization 以下、「TGO」）は 2020 年に向けて国内排
出権取引制度にも高い関心を持っており、日本の自主参加型国内排出量取引制度（Japanʼs 


























第2節  国内排出権取引制度 
 







かわらず80、地球温暖化対策基本法案が、2010 年 6 月、通常国会の閉会により廃案となっ
た。この法案は、温室効果ガスを 2020 年において、1990 年の排出量を基準に 25%削減す
る旨を明記し、その達成手段として、地球温暖化対策税（環境税）の導入を検討し、再生
可能エネルギーの全量固定価格買取制度および国内排出量取引制度の策定を盛り込んでい








（J-VETS）として、2006 年度に帝人や日立製作所など 31 社が参加して取引が開始され
た。環境省の公表では、排出権取引の平均価格は、CO21t当たり 1,212円となっている（2007


















































第3節  自治体での排出権取引制度 
 
第1項 東京都 
東京都は、2007 年 1 月から開始した「カーボンマイナス東京 10 年プロジェクト」にお
いて、2020 年までに東京の温室効果ガスを 2000 年比で 25%削減するという数値目標を掲
げた。この目標達成のため、2000 年に制定した「都民の健康と安全を確保する環境に関す


























 2013 年 1 月、提出された計画書（平成 23 年度実績）を集計した削減実績の速報値が公
表され、大規模事業所の 2011 年度の総排出量は基準排出量比で約 23%の削減となり、大
幅に削減が進んでいることが示された。また削減計画についても、2011 年から 2014 年ま
での 4 年間の追加削減計画は約 30 万ｔ/CO2 となる。 
 
第2項 埼玉県 
埼玉県は 2009 年 2 月に埼玉県地球温暖化対策実行計画（ストップ温暖化・埼玉ナビゲ








間は 2011~2014 年度（第一約束期間の履行期限は 2016 年 3 月末）で、第二約束期間は
2015~2019 年度となる91。 
また、2010 年 9 月、埼玉県と東京都は「キャップ＆トレード制度の首都圏への波及に
向けた東京都と埼玉県の連携に関する協定」を締結した。その後、同協定  に基づき両都県





























プから構成されるEPE（Enterprise pourl’  Environnement）の報告書「温室効果ガ
ス排出権の会計処理のオプション～フランスGAAPとIAS～」（Options for the 
Accounting Recognition of Greenhouse Gas Emission Rights: French GAAP and 
IAS,）（2002年2月）以下、「フランス案」 
（4）International Emissions Trading Association（以下、「IETA」）、UK Emission 
Trading GroupとDeloitte Touche監査法人の3者によるディスカッション・ペーパー
（Discussion Paper）「イギリス排出権取引におけるカーボン会計」（Accounting for 





ここでは、第 1 節で FASB の処理として（1）を、第 2 節でヨーロッパにおける会計処











場にある。大気環境の分野では､現行法の基礎となっている 1970 年大気浄化法（The Clean 
Air Act）が制定されてからも 30 数年の歴史と実績を有する。 
「大気浄化法は、規制対象とする大気汚染物質を大きく 6 種93の基準汚染物質､それ以外







SO2 取引（The Clean Air Act）が開始された 1993 年 3 月に世界で初めて公表された排出
権取引に関する会計基準である。この会計基準の内容は、イギリス、フランス、IFRIC3、
日本の排出量取引会計基準の先鞭をつけた「原型」となる。 










                                                   
93 ① 粒子状物質（particulate matter）②オゾン（ozone）③二酸化硫黄（sulfur dioxide）④ 
二酸化窒素（nitrogen oxides）⑤一酸化炭素（carbon monoxide）⑥鉛（lead）となる。 
94佐々木良（2004）p.13-15 









また、FASB は、2003 年に “Cap and Trade Program”で検討を行ったが、2003 年 11
月に議題からはずした経緯がある。その時点での論点は 2 点あり「1 つ目は当初割当排出
権を資産として認識するのかという論点であり、2 つ目はそのときの資産の性格は何であ
るのかという点である。まず第 1 の論点であるが、当初割当排出権は棚卸資産であるが、









第1項  フランスでの会計方法 
PwC と大手フランス企業の専門家グループから構成される EPE（Enterprises pour ’l 
Environnement）が 2002 年 2 月に「温室効果ガス排出権の会計処理オプション～フラン






                                                   
96村井秀樹（2008）p.1-2 























第2項  イギリスでの会計方法 
IETA、UK Emission Trading Group と Deloitte Touche 監査法人の 3 者が協力して
2002 年 5 月に、ディスカッション・ペーパー「イギリスの排出権取引制度の下でのカー
ボンに関する会計」を作成した。 
イギリスでは、CCL を減免することを条件に 2002 年 4 月から本格的な排出権取引が実



































おり確定した基準を規定しているものではない。UK-ETS は 2002 年からスタートし、京
都議定書の第一次約束期間である 2008 年の前の年である 2007 年までの 5 年間の限定的
な国内排出量取引制度であるがゆえに、無償取得の排出権に関する取扱も確定的ではない。 

















れていなかった。このため、2004 年 12 月、国際財務報告解釈委員会 IFRIC は IFRIC3
を公表した。 

















































 また、IFRIC3 では排出権は償却されないものとしている。なぜなら、IFRIC3 では、排
                                                   














































































































 これらは 3 つのミスマッチと呼ばれ、「測定のミスマッチ」「報告のミスマッチ」「タイ
ミングのミスマッチ」からなる112。 

























に関して懸念を表明した。なぜなら IFRIC3 は IAS38「無形資産」、IAS37「引当金、偶発





規定されており、これらはミスマッチの原因となる。たとえば IAS20 や IAS38 によって
規定されるものは当初取得原価で計上され IAS37 における債務は公正価値で評価される











その後、EFRAG による IFRIC3 を承認しないようにとの EU への勧告や、実際の排出
権取引の実態を反映していない会計基準であることが判明したため、資産における再評価
益を直接資本の部に計上することを取りやめ、評価損益を損益計算書に計上することによ





その後の進展として、IASB と FASB において、2007 年 12 月から共同で検討が進めら
れていた。また、2012 年 12 月における「アジェンダ・コンサルテーション 2011」に対す
るフィードバッグ文書において、排出権取引スキームについて優先度の高いリサーチ・プ
ロジェクトとして、今後 3 年間に渡り調査研究することとなっている。 
現在、IASB において議論済みの事項は116、 









































第1項 ASBJ 案 
ASBJ 案（IFRIC 解釈指針公開草案 D1「排出権」に対する 2003 年のコメント）におい
ては、以下のように、オフバランス方式を支持しているものとされる119。 
1.当初に無償で配分された排出権はゼロで認識し、排出権を実績排出量が超過した部分








れる以上、IAS 第 20 号に依拠することには疑問がある。 














                                                   










5.公開草案 D1 の BC5 項で、その他の理由として①何種類かの排出権をその供出義務を
決済するために用いることがあること②購入した排出権は資産であるため無償割当された






































（借）費用 4.5 （貸）引当金 4.5 
超過した排出実績に対応する排出権を市場で購入 
（借）排出権 4.5 （貸）現金 4.5 
約束期間終了後、引当金を負債に振替 
（借）引当金 4.5 （貸）負債 4.5 
排出実績の査定後、排出量実績と排出権とを相殺 
（借）負債 4.5 （貸）排出権 4.5 
約束期間中の排出権の売却時 
（借）現金 ××（貸）負債 ×× 
負債は約束期間終了時に資産 （購入した排出権） と相殺するか、または負債の消滅を認
識して収益として認識する。 


























 公開草案D1による会計処理  ASBJ案による会計処理  
中間時  Summary  Summary  
 【年次P/L】 【年次P/L】 
 P/L収益 （55） P/L収益 0 
 P/L費用 66 P/L費用 0 
 Net Loss 11  Net Loss 0  
期末時  Summary  Summary  
 【年次P/L】 【年次P/L】 
 P/L収益 （120） P/L費用 4.5 
 P/L費用 112.5 Net Loss 4.5  
 P/L費用（評価損）12  





























































 割当時に上記のような位置づけで排出権を認識する GISPRI 修正案であるが、その評価
替えを行わないところに IFRIC3 との違いがある。これは、取引目的ごとに会計処理を定
























































































ある。127排出削減義務当初認識法は IFRIC3 にもっとも類似する方法である。 
  









排出削減義務当初認識法 CO2 排出費用認識法 
原価法 時価法 原価法 時価法 
当初無償割当時 
排出権 × ○（時価測定） ○（時価測定） 
排出償却義
務 
× ○（時価測定） × 
繰延収益（補
助金） 





N/A N/A ○ 
排出権引渡時（決済日） 
排出権 × 取得原価 時価評価 取得原価 時価評価 
排出償却義
務 
× 取得原価 時価評価 取得原価 時価評価 
繰延収益（補
助金）戻入 












①×1 年 4 月 1 日 排出権 100,000t を＠1,000 円で受け入れる。 
②×2 年×月×日 年間排出量の見積もりは年間 70,000t であり、排出権の残高は 30,000t
である。 
 ③×2 年 3 月 31 日 期末の時価は＠1,200 円である 














































（原価法）      排出費用 70,000／排出削減義務 70,000 
         繰延収益 100,000／補助金収入 100,000 
 
（時価法）     排出費用 84,000／排出削減義務 84,000 




          繰延収益 70,000／補助金収入 70,000 














（原価法）           
仕訳なし 
（時価法）       
       排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
排出削減義務再評価額 20,000／排出削減義務 20,000 
（フランス案） 
            排出権 20,000／排出権評価益 20,000 
                  
イギリス案 （原価評価）（遵守目的）     
仕訳なし 
（時価評価）（売買目的） 
排出権 20,000／排出権評価益 20,000 








（時価法）（IFRIC3）    



















（原価法）    排出削減義務 30,000／排出削減義務免除益 30,000 
         排出削減義務 70,000／排出権 70,000 
 
（時価法）   排出削減義務 36,000／償却差額 36,000 
        排出削減義務 84,000／排出権 84,000 
 
（フランス案） 
            諸税 84,000／排出権 84,000 
 
イギリス案 再評価剰余金 84,000／排出権 84,000 






          排出削減義務 70,000／排出権 100,000 
           償却差額 30,000／ 
（時価法） 
排出削減義務 120,000／排出権 120,000 
GISPRI 修 正
案 
            排出権累計 70,000／排出権 100,000 







































































































































136この点については、日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会計に関
する実務指針」（以下、「金融商品実務指針」という。）第 4 項を参照のこと。 
137もっとも、排出クレジットを基礎数値とする契約がデリバティブ取引として金融商品に該当









































































































定時点にズレが生じ、ミスマッチが生じる原因ともなっている（第 3 章第 3 節参照）。 

















































この点について、IAS 第 38 号における再評価モデル（revaluation model）で排出権を
再評価すれば、排出権と排出削減義務は同一時点の公正価値によって評価される。しかし、
排出権を再評価しても排出権評価益は貸借対照表の資本の部に計上されるため、問題は解
消されない。   
また、公開草案公表後に IFRIC が主張したように、仮に排出権評価益も損益計算書へ計
上できるとすればこの問題は解消できるが、無形資産の評価益を損益計算書に計上すると






























































 排出権を認識した上で実際の排出に応じてそれを償却する GISPRI 修正案の場合には、
現行の規定に照らして矛盾が尐ないものと考えられるが排出権の特質を反映している。ま
た、保有する排出枠を超過するまで排出枠取引に関する会計処理を行わない ASBJ 案の場






































第10項  排出権の減価償却・減損処理 
ここでは排出権の減価償却について述べる。減価償却について、時価評価した際には問
題とはならず、原価評価する際および IAS38 に基づく再評価モデル（revaluation model 
）発生する論点となる。一方、減損処理については時価評価・原価評価いずれでも考え
られる。 






















































































































































                                                   





































































































                                                   
155 先行研究では、約束期間を 1 年ごとに設定しているケースが多い。しかし、京都議定書の
メカニズムでは、国の排出権削減の国際的約束期間は 5 年を 1 期間としている。ここでは、各
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